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■ＪＲ北海道グループ（連結）
（単位︓億円、億円未満切捨）

１．ʻ2５年度決算 グループ連結決算のポイント

■セグメント別営業収益の増減額
（単位︓億円、億円未満切捨）
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1,656

+44億円

うち鉄道運輸収入
811

（過去最高）
うち鉄道運輸収入

766

'24年度 '25年度

実績 実績

1,560 1,656 95 106.1 

766 811 44 105.8 

営業利益 ▲ 482 ▲ 408 73 - 

経常利益 ▲ 125 ▲ 83 41 - 

46 76 30 166.1 

第４四半期
累計

増減

営業収益

親会社株主純利益

％

 うち鉄道運輸収入

・連結営業収益は、運賃改定効果や千歳線のご利用増加などによる鉄道運輸収入の増加、不動産業での分譲
マンションの販売、ホテル業や物販・飲食業でのインバウンドを含めた観光需要の取り込みにより、前年
度から95億円増加した1,656億円となりました。 なお、鉄道運輸収入は会社発足以来過去最高額となりま
した。

 
・営業費用は、人材確保のために待遇改善を進めたことや物価高騰の影響などにより81億円増加しましたが、

今期はＪＲ北海道において、退職給付に係る会計処理による費用の減少（59億円）がありました。
これにより連結営業利益は73億円改善した▲408億円となりました。

・市場金利の上昇に伴い特別債券受取利息収入が減少（38億円）しましたが、経営安定基金の下支え措置や
修繕等に対する助成金など国からの支援（367億円）により利益が底上げされております。

・これらの結果、親会社株主純利益は前年度から30億円増加した76億円となりました。

2024年度 2025年度2



２．ʻ2５年度決算 収支の状況
（損益の状況・前年度比較）
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 ＪＲ北海道
・営業収益は、運賃改定効果に加え、新千歳空港や北海道ボールパークへのアクセスなどによる千歳線のご利用増加により鉄道運輸収入

が増加しました。さらに、開発事業収入では北３西12地区分譲マンションの販売のほか、桑園社宅跡地（北11西18）の開発に伴う収
益などもあり、全体で70億円の増収となりました。

・営業費用は、人材確保のために待遇改善を進めたことや、物価高騰の影響などから増加（57億円）しました。一方、退職給付に係る
会計処理により費用が減少（59億円）し、全体では前年度並みとなりました。

・これらの結果、営業利益は73億円改善しました。また、経営安定基金の運用益や国からの支援などを計上した当期純利益は前年度を
14億円上回る32億円となりました。

 ＪＲ北海道グループ
・営業収益は、全てのセグメントで前年度を上回った結果95億円の増収となり営業利益は73億円改善しました。営業外損益や特別損益を

加えた親会社株主純利益は30億円改善した76億円となりました。

■ＪＲ北海道 (単位︓億円、億円未満切捨) □ＪＲ北海道グループ (単位︓億円、億円未満切捨)
'24年度 '25年度 '24年度 '25年度

第４四半期累計 実績 実績 第４四半期累計 実績 実績
営業収益 908 979 70 107.8 1,560 1,656 95 106.1 ・運輸＋54､不動産＋27､

鉄道運輸収入 766 811 44 105.8 ・千歳線利用増､運賃改定  ﾎﾃﾙ＋7､物販＋3､他＋2

開発事業収入 53 79 26 149.1 ・分譲マンション等販売 営業費用 2,042 2,064 21 101.1 
営業費用 1,475 1,473 ▲ 2 99.8 営業利益 ▲ 482 ▲ 408 73        -

人件費 435 389 ▲ 45 89.5 営業外損益 357 325 ▲ 31 91.1 
修繕費 423 446 23 105.5 ・材料費外注費高騰等 基金運用益 290 290 0 100.3 
業務費 360 381 21 106.0 ・外注費の増等 特別債券利息 53 15 ▲ 38 28.0 

営業利益 ▲ 567 ▲ 493 73        - 経常利益 ▲ 125 ▲  83 41        -
営業外損益 375 339 ▲ 35 90.6 特別利益 240 237 ▲ 3 98.7 ・国からの支援計上

基金運用益 290 290 0 100.3 特別損失 48 72 23 148.7 ・留萌線代替交通支援計上

特別債券利息 53 15 ▲ 38 28.0 当期純利益 53 82 28 153.3 
経常利益 ▲ 192 ▲ 154 37        - 親会社株主純利益 46 76 30 166.1 
特別利益 233 231 ▲ 2 99.1 ・国からの支援計上

特別損失 34 58 23 169.0 ・留萌線代替交通支援計上

当期純利益 17 32 14 185.3 

主な増減事由

営業収益

増減 % 主な増減事由 増減 %

・待遇改善や物価高騰等
※ＪＲの退職給付▲59を
 除くと費用は＋81

  待遇改善等＋13
・ 退職給付 ▲59



（損益の状況・計画比較）

２．ʻ2５年度決算 収支の状況

■ＪＲ北海道
・営業収益は、快速エアポートのご利用増加などによる鉄道運輸収入の増加に加え、分譲マンション等の販売好調による開発事業収入の

増加により、計画を32億円上回りました。
・営業費用は、退職給付会計に係る会計処理により人件費が減少し、営業利益では計画に対し85億円の改善となりました。
・一方、営業外損益は、将来の利回り改善のために経営安定基金の資産構成を見直したことに加え、特別債券利息が減少したことにより

57億円悪化し、経常利益では計画を27億円、当期純利益は23億円上回りました。
 ＪＲ北海道グループ
・営業収益は、各セグメント好調で、計画を79億円上回りました。営業費用はＪＲ北海道単体の費用が減少したことなどにより計画に対

し36億円減少し、営業利益は計画を115億円上回りました。
・一方、営業外損益は、将来の利回り改善のために資産構成を見直したことに加え、特別債券利息が減少したことにより57億円悪化し、

経常利益では計画を57億円、親会社株主純利益は52億円上回りました。

■ＪＲ北海道 (単位︓億円、億円未満切捨) □ＪＲ北海道グループ (単位︓億円、億円未満切捨)
'25年度 '25年度 '25年度 '25年度

第４四半期累計 計画 実績 第４四半期累計 計画 実績
営業収益 947 979 32 103.4 1,577 1,656 79 105.0 ・運輸＋44､不動産+6､

鉄道運輸収入 785 811 26 103.3 ・エアポート利用増等 鉄道運輸収入 785 811 26 103.3  ﾎﾃﾙ+10､物販+13､他+4

開発事業収入 73 79 6 109.0 ・分譲マンション販売増等 営業費用 2,101 2,064 ▲ 36 98.3 ・JR費用減等

営業費用 1,526 1,473 ▲ 52 96.5   営業利益 ▲ 524 ▲ 408 115 - 
人件費 446 389 ▲ 56 87.4 ・退職給付費用の減 営業外損益 383 325 ▲ 57 84.9 
修繕費 440 446 6 101.5 ・材料外注単価高騰､除雪費増等 基金運用益 338 290 ▲ 47 86.1 ・資産構成の見直し

業務費 381 381 0 100.2 特別債券利息 43 15 ▲ 27 34.9 ・金利上昇に伴う減

営業利益 ▲ 579 ▲ 493 85 - 経常利益 ▲ 141 ▲  83 57 - 
営業外損益 397 339 ▲ 57 85.6 特別損益 181 165 ▲ 15 91.4 ・留萌線代替交通支援等

基金運用益 338 290 ▲ 47 86.1 ・資産構成の見直し 当期純利益 28 82 54 295.1 
特別債券利息 43 15 ▲ 27 34.9 ・金利上昇に伴う減 親会社株主純利益 24 76 52 318.5 

経常利益 ▲ 182 ▲ 154 27 - 
特別損益 185 172 ▲ 12 93.4 ・留萌線代替交通支援計上

当期純利益 9 32 23 357.9 

主な増減事由

営業収益

増減 % 主な増減事由 増減 %
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２．ʻ2５年度決算 収支の状況
（セグメント別の状況・前年度比較）

 運輸業︓鉄道運輸収入を中心に売上は54億円増加、営業利益は59億円の増加となりました。

 不動産業︓北３西12地区の分譲マンション販売や桑園社宅跡地の開発に伴う収益のほか、ＪＲタワーが堅調に推移し売上は27億円の
増加、営業利益は10億円の増加となりました。

 ホテル業︓客室単価のイールドマネジメントが奏功した結果、売上は７億円増加し、営業利益は微増となりました。

 物販・飲食業︓土産物店、コンビニ、スーパーマーケットが堅調に推移し売上が３億円増加した一方で、待遇改善などによる費用の
増加もあり、営業利益は２億円の減少となりました。

 その他︓清掃などの受注が増加したことなどにより売上は２億円増加し、営業利益は１億円の増加となりました。

5

〇セグメント別実績 (単位︓億円、億円未満切捨)

'24年度 '25年度 '24年度 '25年度

第４四半期 実績 実績 実績 実績

運輸業 963 1,018 54 105.7 ▲ 549 ▲ 490 59 - ・鉄道、バス など

不動産業 173 201 27 115.9 37 48 10 128.1
・札幌ステラプレイス、アピア、シンサツ
 BLOCK、分譲マンション販売 など

ホテル業 113 121 7 106.4 20 21 1 105.5
・JRタワーホテル日航札幌、JRイン、
 ホテル日航ノースランド帯広、JR Mobile Inn

物販・飲食業 250 254 3 101.3 8 6 ▲ 2 71.4
・北海道四季マルシェ、セブンイレブン、
 ジェイ・アール生鮮市場 、函館みかど など

その他 58 60 2 103.8 13 15 1 109.9
・卸売、リース、清掃、警備、廃棄物処理、
 ソフトウエアの開発・保守 など

合計 1,560 1,656 95 106.1 ▲ 482 ▲ 408 73 - 

外部売上 営業利益

主な事業展開増減 % 増減 %



２．ʻ2５年度決算 収支の状況
（連結の財政状況）

（連結キャッシュ・フローの状況）
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〇連結貸借対照表 (単位︓億円、億円未満切捨)

'24年度 '25年度

期末 期末

 流動資産 1,620 1,554 ▲  66 95.9 ・設備投資の支出などによる減少

 固定資産 3,701 3,895 193 105.2 ・設備投資の増加

 経営安定基金資産 7,190 7,178 ▲  12 99.8 ・評価益の減少

資 産 合 計 14,712 14,828 115 100.8 

 流動負債 824 880 56 106.8 ・未払金・前受金などの増加

 固定負債 2,221 2,249 27 101.3 ・長期借入金などの増加

負 債 合 計 5,246 5,330 84 101.6 

純 資 産 合 計 9,466 9,498 31 100.3 

負債・純資産合計 14,712 14,828 115 100.8 

増減 ％ 主な増減事由

〇連結キャッシュ・フロー (単位︓億円、億円未満切捨)

 

現金および現金同等物の期首残高 984 ・「省力化・省人化に資する支援」の未使用残高 352

営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 309 
・主たる営業活動▲188、経営安定基金運用収益＋291（うち下支え措置＋148）、特別債券利息＋15、
   設備投資等助成金＋213（貨物走行線区支援、青函トンネル支援、黄線区支援）、その他▲22

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲  471 
・設備投資の支出▲439
 設備投資等助成金＋8（貨物走行線区支援）、その他▲40

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲  10 ・短期借入金▲40、長期借入金＋31、その他▲1

現金および現金同等物の期末残高 812 ・「省力化・省人化に資する支援」の未使用残高 238

主な内容

★国からの支援 計385億円（投資や修繕等に活用した支援、基金下支え措置や特別債券利息収入）
 →上記支援の金額は入金額であり損益計算書の特別利益に計上した額とは一致しません。

'25年度



２．ʻ2５年度決算 収支の状況
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【参考】本決算の補足事項①

〇特別債券受取利息の減少
・2011年度より、鉄道・運輸機構が発行した債券（2,200億円）を保有しており、これまで年間55億円（2.5％）の利息収入を確保
・低金利下での経営安定基金運用益の減少を補完する措置ということで、10年国債利回りの上昇に対応して債券利率がゼロに近づくという設計
・今年度上期分は債券利息収入15億円を計上。下期分は10月〜３月の国債金利が上昇し債券利率がゼロとなったため、債券利息収入はゼロ

〇物価高騰等
・物価の上昇傾向が継続。修繕等に使用する資材価格は高止まり・或いは一層の上昇
・また、労務単価も上昇（道内最低賃金は６％上昇）

車 輪 マクラギ 電力線
平均単価等の上昇率（前期比） 約５％ 約１７％ 約４０％

〇会計処理（退職給付会計）
・退職給付債務の計算における割引率について、市場金利の上昇を受けて見直しを実施
・見直しの結果、数理計算上の差異が発生。当社ではこの差異を翌事業年度に営業損益で一括処理する会計方針
・2025年度は営業費用（人件費）に退職給付に係る会計処理▲59億円を計上

〇運賃改定
・物価高騰への対応や人材の確保、輸送サービスの維持・競争力の確保を目的として、本年４月１日に運賃改定を実施
・改定率平均7.6％（普通6.6％、定期18.9％）
・運賃改定の効果については、おおむね想定通り（33億円）



２．ʻ2５年度決算 収支の状況
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【参考】本決算の補足事項②

〇今期の災害等
・厳しい気象環境により、比較的規模の大きい災害が複数発生 (単位︓億円)

2025 2026見込み

 ４月８日 宗谷線 天塩中川〜問寒別間 列車脱線 ▲ 0.2 1.8 0.4 ・路盤や道床が流出し列車が脱線・運休（４月26日運転再開）

 ８月17日 宗谷線 糠南〜兜沼間 路盤・道床流出 ▲ 0.2 1.1 0.2 ・大雨により路盤・道床が流出し運休（９月９日運転再開）

 ９月20日 根室線 池田〜釧路間 路盤・道床流出 ▲ 1.2 2.0 0.9 ・大雨により路盤・道床が流出し運休（10月５日運転再開）

 12月14日 根室線 音別〜白糠間 路盤・道床流出 ▲ 0.7 0.9 0.5 ・低気圧により路盤・道床が流出し運休（12月27日運転再開）

▲ 2.2 5.8 2.0 

・上記のほかに冬型の災害として１月から２月の輸送障害により４億円程度の減収

概  要減 収
復旧費用等

計

〇除雪経費や設備投資など (単位︓億円)

 人 件 費 14 15 0 ・駅構内のポイントや、ホームの除雪を行う冬期パートナー社員に係る費用

 修 繕 費 29 34 4 ・線路の機械除雪、踏切の除雪に係る外注費など

 そ の 他 14 15 0 ・ポイント部の雪を融かすための電気代など

営 業 費 用 58 64 6 

設 備 投 資 11 12 1 ・25年度 排雪モータカーロータリー４台の導入など（24年度 ５台）

冬 期 経 費 69 77 7 

増減 主な増減事由'24年度 '25年度



２．ʻ2５年度決算 収支の状況
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【参考】輸送人員や鉄道運輸収入の状況

'24年度 '25年度

実績 実績

輸送人員 定   期 68,615   66,963   ▲ 1,653   97.6   
（千人） （うち新幹線） (5)  (3)  (▲ 2)  (58.1)  

定 期 外 57,294   58,059   765   101.3   ・在来線のご利用が増加
（うち新幹線） (1,601)  (1,510)  (▲ 91)  (94.3)  

合   計 125,909   125,021   ▲ 888   99.3   
（うち新幹線） (1,606)  (1,513)  (▲ 93)  (94.2)  

輸送人キロ 定   期 1,273   1,246   ▲ 27   97.9   
（百万人キロ） （うち新幹線） (0)  (0)  (▲ 0)  (82.3)  

定 期 外 2,607   2,571   ▲ 36   98.7   ・都市間利用減、エアポート
（うち新幹線） (246)  (232)  (▲ 14)  (94.3)   利用増で平均乗車距離減少

合   計 3,880   3,818   ▲ 62   98.4   
（うち新幹線） (246)  (232)  (▲ 14)  (94.3)  

鉄道運輸収入 定   期 11,770   13,315   1,544   113.1   ・運賃改定による単価増
（百万円） （うち新幹線） (4)  (3)  (▲ 1)  (74.8)  

定 期 外 64,852   67,790   2,937   104.5   ・運賃改定、ご利用増
（うち新幹線） (8,756)  (8,907)  (150)  (101.7)  

合   計 76,625   81,107   4,481   105.8   
（うち新幹線） (8,761)  (8,910)  (149)  (101.7)  

増減 ％ 備  考

・若干の減少がみられるが、
 ほぼ前年並み



-600
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0

200
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1000

営業収益

1,656

営業損失

営業費用

2,064

営業外損益

325

特別損益等

159

親会社株主純利益
76

▲408

▲83

経常損失

退職給付▲59

うち助成金 202

うち支援 164

支援で
底上げ

国からの支援 367
基金下支え 148
特別債券利息 15
利子補給 1
助成金 202

営業外損益内訳
基金運用益 290（うち基金下支え148）
特別債券利息 15     
一般営業外損益 19（うち利子補給 1）

【参考】国からの支援の決算への反映状況

※1 ʼ21年度に、債務圧縮・資本増強を目的としてDES（Debt Equity Swap）230億円を実施しました。
※2 連結子会社の北海道高速鉄道開発㈱は国・北海道から以下の支援を受けております。

・ʼ21年度 ‘ 17億円（261系5000代多目的特急車両「ラベンダー」編成取得）
・ʼ22年度〜‘23年度 22億円（Ｈ100形電気式気動車取得）

これらの車両を自社で購入・所有した場合に比べ減価償却費が低減されており、ʼ25年度では146百万円の効果がありました（累計では５億円）。

○ＪＲ北海道グループの収支構造

  ①経営安定基金の下支え
   （運用収益の安定的な確保）

  ②助成金の交付（継続）

  ③省力化・省人化に資する支援
   （設備投資に必要な資金の出資）

  ④借入金に係る利子補給

進捗状況（2026年３月31日現在）

○基金運用益に受取利息148億円 計上
 ・ʼ21年７月から順次、鉄道・運輸機構へ2,970億円を利率５%で貸付
○特別利益に202億円 計上
  ・貨物走行線区における貨物列車の運行に必要な設備投資等の支援
  ・青函トンネルに係る修繕等の支援
  ・黄線区に係る支援

○鉄道・運輸機構からの出資金の活用実績114億円（累計活用実績545億円）
【出資時期及び金額】ʼ21年４月︓300億円、ʼ23年１月︓94億円、ʼ24年６月︓390億円

○連結営業外収益に121百万円 計上
【主な借入案件】「ジュノール手稲」の建設、「ブランJR帯広駅前」の改修工事（ホテルからの業態変更）

（単位︓億円、億円未満切捨）

２．ʻ2５年度決算 収支の状況
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【参考】ʼ26年度計画

11

3．ʻ26年度計画

■単体（ＪＲ北海道）
(単位︓億円、億円未満切捨)

'25年度 '26年度

実績 事業計画

979 978 ▲ 1 99.8 

うち鉄道運輸収入 811 825 13 101.7 

 営業利益 ▲ 493 ▲ 579 ▲ 85 - ・25年度退職給付に係る会計処理の反動や物価高騰などにより営業費用は増加

 営業外損益 339 387 47 113.9 ・特別債券利息収入はゼロで計画

 経常利益 ▲ 154 ▲ 192 ▲ 37 - 

 特別損益 172 186 13 107.6 ・25年度留萌線代替交通支援の反動などにより増加

 当期純利益 32 1 ▲ 31 3.1 ・国からの支援は25年度と同規模を見込む

□連結（ＪＲ北海道グループ）
(単位︓億円、億円未満切捨)

'25年度 '26年度

実績 計画

 営業収益 1,656 1,659 2 100.1 ・グループ会社の増収を計画

 営業利益 ▲ 408 ▲ 508 ▲ 99 - 

 営業外損益 325 365 39 112.2 

 経常利益 ▲ 83 ▲ 143 ▲ 59 - 

 特別損益 165 182 16 109.9 

 親会社株主純利益 76 15 ▲ 61 19.6 

 営業収益

増減 %

増減 % 主な増減事由

・開発事業収入が25年度よりは減少しますが、鉄道運輸収入の増収により
 ほぼ前年度並みを確保

主な増減事由



参 考 資 料 
 

 
 

 2025 年度連結決算財務諸表等 
2 0 2 6 年 ５ 月 1 3 日 

 北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱ 

１ 連結損益計算書 

(単位：億円) 

 ２０２４年度 ２０２５年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 

（うち鉄道運輸収入） 

（再掲 新幹線運輸収入） 

１，５６０ 

 (      ７６６ 

(    ８７ 

 

) 

) 

１，６５６ 

 (      ８１１ 

(    ８９ 

 

) 

) 

９５ 

(    ４４ 

(      １ 

 

) 

) 

１０６．１ 

( １０５．８ 

( １０１．７ 

 

) 

) 

営 業 費 用 ２，０４２  ２，０６４  ２１  １０１．１  

営 業 利 益 △ ４８２  △ ４０８     ７３   －  

営 業 外 損 益 

(うち経営安定基金運用収益) 

(うち特別債券受取利息収益) 

３５７ 

(   ２９０ 

(    ５３ 

 

) 

) 

３２５ 

(   ２９０ 

(    １５ 

 

) 

) 

△  ３１  

(     ０    

( △  ３８ 

 

) 

) 

９１．１ 

( １００．３ 

(   ２８．０ 

 

) 

) 

経 常 利 益 △ １２５  △  ８３    ４１  －  

特 別 利 益 ２４０  ２３７  △   ３  ９８．７  

特 別 損 失 ４８  ７２    ２３  １４８．７  

税金等調整前当期純利益 ６７  ８１  １４  １２２．２  

法 人 税 等 １３  △   ０  △  １３  －  

当 期 純 利 益 ５３  ８２  ２８  １５３．３  

非支配株主に帰属する当期純利益 ７  ６  △   １  ７８．８  

親会社株主に帰属する当期純利益 ４６  ７６  ３０  １６６．１  

(注)１.連結包括利益 2024 年度△17 億円、2025 年度 32億円 
２.2025年度は、国からの支援202億円を特別利益(設備投資等助成金)に計上しております。 
３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

２ セグメント情報 

(単位：億円) 

 
運輸業 不動産業 ﾎ ﾃ ﾙ 業 

物販・

飲食業 
その他 合 計 調 整 額 

連 結 損 益 

計算書計上額 

2 

0 

2 

5 

年 

度 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

１，０１８ ２０１ １２１ ２５４ ６０ １，６５６ － １，６５６ 

４６ １０ ０ ０ ９９ １５７ △１５７ － 

計 １，０６４ ２１２ １２１ ２５４ １６０ １，８１３ △１５７ １，６５６ 

セ グ メ ン ト 利 益 △４９０ ４８ ２１ ６ １５ △３９９ △  ９ △  ４０８ 

 

 

増 

 

減 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

５４  ２７ ７ ３ ２ ９５ － ９５ 

    １   ０   ０  △  ０ １４ １６ △ １６ － 

計 ５６  ２８ ７ ３ １６ １１１ △ １６ ９５ 

セ グ メ ン ト 利 益 ５９       １０ １ △  ２   １   ６９ ３   ７３ 

 (注)１.セグメント利益は、営業利益を表示しております。 
２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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３ 連結貸借対照表 
 

(単位：億円) 

 
２０２４年度 

期    末
 

２０２５年度 

期    末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 １，６２０  １，５５４  △  ６６  ９５．９  

 固 定 資 産 ３，７０１  ３，８９５  １９３  １０５．２  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，１９０  ７，１７８  △  １２  ９９．８  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １４，７１２  １４，８２８  １１５  １００．８  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

８２４ 

(    ３３ 

 

) 

８８０ 

(    ３７ 

 

) 

５６ 

(     ４ 

 

) 

１０６．８ 

( １１２．７ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

２，２２１ 

( １，３１２ 

 

) 

２，２４９ 

( １，３４２ 

 

) 

２７ 

(    ２９ 

 

) 

１０１．３ 

( １０２．２ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ５，２４６  ５，３３０   ８４  １０１．６  

純 資 産 合 計 

( う ち 資 本 剰 余 金 ) 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

９，４６６ 

( ２，５７９ 

( △ ４７９ 

 

) 

) 

９，４９８ 

( ２，５７９ 

( △ ４０３ 

 

) 

) 

 ３１ 

(     ０ 

(    ７６ 

 

) 

) 

１００．３ 

( １００．０ 

(     － 

 

) 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １４，７１２  １４，８２８  １１５  １００．８  

 (注)１.過年度のグループ会社再編に伴う会計処理により、連結貸借対照表における資本剰余金の額はＪＲ北海道 

単体の貸借対照表と異なっております。 

２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

４ 連結キャッシュ･フロー計算書  
国からの支援を以下のとおり計上しております。 

  経営安定基金下支え      １４８億円 (営業活動フロー[入金は９月末と３月末のみ]) 

 助成金の交付          ２２２億円 (営業活動フロー ２１３億円、投資活動フロー ８億円) 

(単位：億円) 

 ２０２４年度
 

２０２５年度
 

増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

２５１ 

(    １６８ 

 

) 

３０９ 

(    ２１３ 

 

) 

  ５８ 

(     ４５ 

 

) 

１２３．２ 

( １２６．７ 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

△ ２７４ 

( △ ３０１ 

(       ８ 

 

) 

) 

△ ４７１ 

( △ ３９１ 

(       ８ 

 

) 

) 

 △ １９７ 

( △  ８９ 

( △   ０ 

 

) 

) 

１７１．９ 

( １２９．７ 

(  ９５．０ 

 

) 

) 

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  ２２  △ １６１  △ １３８  ７１０．０  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

( 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 ) 

３６８ 

(    ３３ 

 ( △  ３１ 

(   ３９０ 

 

) 

) 

) 

△  １０

(    ６８ 

 ( △  ３６ 

(     － 

 

) 

) 

) 

△ ３７８ 

(    ３４ 

( △   ４

( △ ３９０ 

 

) 

) 

) 

－ 

( ２０４．４ 

( １１５．７ 

(     － 

 

) 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月 1 日から３月 31 日までの増減額) 
３４５  △ １７２  △ ５１７  －  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
６３９  ９８４  ３４５  １５４．１  

現金及び現金同等物の期末残高 

(３月 31 日残高) 
９８４  ８１２  △ １７２  ８２．５  

  (注)１.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や 
業務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の 
受取額」には、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 

２.現金及び現金同等物の2025年度期末残高には、国からの支援に基づく増資により得た現金の未使用額(238億円) 
を含んでおります。 

３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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【参考：ＪＲ北海道単体決算】  
１ 単体損益計算書 
        (単位：億円) 

 ２０２４年度 ２０２５年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 ９０８  ９７９  ７０  １０７．８  

 

鉄 道 運 輸 収 入 
(うち新幹線運輸収入) 
関 発 事 業 収 入 
そ の 他 収 入 

７６６ 
(       ８７ 

５３ 
８８ 

 
）
 
 

８１１ 
（   ８９  

７９ 
８８ 

 
）
 
 

４４ 
（    １    

２６ 
△  ０ 

 
) 
 
 

１０５．８ 
( １０１．７ 

１４９．１ 
１００．０ 

 
) 
 
 

営 業 費 用 １，４７５  １，４７３  △  ２  ９９．８  

 

人 件 費 
動 力 費 
修 繕 費 
諸 税 
減 価 償 却 費 
そ の 他 費 用 

４３５ 
７９ 

４２３ 
３９ 

１９７ 
２９９ 

 

３８９ 
７４ 

４４６ 
４１ 

２０２ 
３１８ 

 

△ ４５ 
△  ５ 

２３ 
  １ 

    ５ 
１９ 

 

８９．５ 
９３．３ 

１０５．５ 
１０３．９ 
１０２．５ 
１０６．４ 

 

営 業 利 益 △ ５６７  △ ４９３  ７３  －  

営 業 外 損 益 
（うち経営安定基金運用収益） 
（うち機構特別債券受取利息収益） 

３７５ 
（   ２９０ 
（    ５３ 

 
）
）

３３９ 
（   ２９０ 
（    １５ 

 
）
）

△ ３５ 
(    ０ 
( △ ３８ 

 
) 
) 

９０．６ 
( １００．３ 
(  ２８．０ 

 
) 
) 

経 常 利 益 △ １９２   △ １５４   ３７  －  

特 別 利 益 ２３３  ２３１    △  ２  ９９．１  

特 別 損 失 ３４  ５８  ２３  １６９．０  

税 引 前 当 期 純 利 益 ６      １８  １１  ２７６．６  

法人税､住民税及び事業税 △  １０  △  １３     △  ２  －  

当 期 純 利 益 １７      ３２  １４  １８５．３  

(注)１.2025 年度は、国からの支援 202 億円を特別利益(設備投資等助成金)に計上しております。 
２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

 

２ 鉄道輸送量及び鉄道運輸収入 
 

 ２０２４年度 ２０２５年度 増  減 比率(％) 

 
 

輸 
送 
人 
員 

  
定 期 

千人 

６８，６１５ 
千人 

６６，９６３ 
千人 

△１，６５３ 
 

９７．６ 
( う ち 新 幹 線 )  （      ５）  （      ３）   （ △  ２）   （ ５８．１） 

 
定 期 外 

 
  ５７，２９４ 

 
  ５８，０５９ 

 
   ７６５ 

 
１０１．３ 

( う ち 新 幹 線 ) （ １，６０１） （ １，５１０）   （ △ ９１）   （ ９４．３） 
 

合 計 
 

 １２５，９０９ 
 

 １２５，０２１ 
 

 △ ８８８ 
 

９９．３ 
( う ち 新 幹 線 ) （ １，６０６） （ １，５１３）   （ △ ９３）   （ ９４．２） 

 
 

輸 
送 
人 
ｷﾛ 

 
定 期 

百万人ｷﾛ 

１，２７３ 
百万人ｷﾛ 

１，２４６ 
百万人ｷﾛ 

△  ２７ 
 

９７．９ 
( う ち 新 幹 線 ) （     ０） （     ０）   （ △  ０）   （ ８２．３） 

 
定 期 外 

 
２，６０７ 

 
２，５７１ 

 
△  ３６ 

 
９８．７ 

( う ち 新 幹 線 )  （   ２４６）  （   ２３２）   （ △ １４）   （ ９４．３） 
 

合 計 
 

３，８８０ 
 

３，８１８ 
 

△  ６２ 
 

９８．４ 
( う ち 新 幹 線 ) （   ２４６） （   ２３２）   （ △ １４）   （ ９４．３） 

 
鉄 
道 
運 
輸 
収 
入 

 
定 期 

億円 

 １１７ 
億円 

 １３３ 
億円 

      １５ 
 

１１３．１ 
( う ち 新 幹 線 ) （     ０） （     ０）   （ △  ０）   （ ７４．８） 

 
定 期 外 

 
６４８ 

 
６７７ 

 
     ２９ 

 
１０４．５ 

( う ち 新 幹 線 ) （    ８７） （    ８９）   （    １）   （１０１．７） 
 

合 計 
 

７６６ 
 

８１１ 
 

     ４４ 
 

１０５．８ 
( う ち 新 幹 線 ) （    ８７） （    ８９）   （    １）   （１０１．７） 

(注)鉄道運輸収入は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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３ 単体貸借対照表 

(単位：億円) 

 
２０２４年度 

期    末
 

２０２５年度 

期    末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 １，０２１  ８７０  △ １５１  ８５．２  

 固 定 資 産 ３，３５８  ３，５０９  １５１  １０４．５  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，１９０  ７，１７８  △  １２   ９９．８  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １３，７７０  １３，７５８  △  １２  ９９．９  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

７９６ 

(    １５ 

 

) 

７８０ 

(    １６ 

 

) 

△  １６ 

(     １ 

 

) 

９８．０ 

( １０６．８ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

 １，９１８ 

(  １，２３３ 

 

) 

 １，８９５ 

(  １，２５４ 

 

) 

△  ２２ 

 (    ２０ 

 

) 

９８．８ 

( １０１．７ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ４，９１５  ４，８７６  △  ３８  ９９．２  

純 資 産 合 計 

( う ち 資 本 剰 余 金 ) 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

８，８５５ 

 ( ２，５４８ 

( △ ８６３ 

 

) 

) 

８，８８２ 

 ( ２，５４８ 

( △ ８３１ 

 

) 

) 

２６ 

(      － 

(    ３２ 

 

) 

) 

１００．３ 

( １００．０ 

(     － 

 

) 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １３，７７０  １３，７５８  △  １２  ９９．９  

(注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

 

４ 単体キャッシュ･フロー計算書 

(単位：億円) 

 ２０２４年度
 

２０２５年度 増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

１６６ 

(   １６８ 

 

) 

２５９ 

(   ２１３ 

 

) 

  ９２ 

(    ４５ 

 

) 

１５５．７ 

(  １２６．７ 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

△ ２４５ 

( △ ２３０ 

(     ８ 

 

) 

) 

△ ３２９ 

( △ ３０７ 

(     ８ 

 

) 

) 

△  ８４  

( △  ７７

( △   ０ 

 

) 

) 

 １３４．３ 

( １３３．５ 

(  ９５．０ 

 

) 

) 

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  ７８  △  ６９  ８  ８８．６  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

( 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 )  

３５４ 

(     ９ 

( △  １６ 

(    ３９０ 

 

) 

) 

) 

△  ９３ 

(    ３７ 

( △  １６ 

(      － 

 

) 

) 

) 

△ ４４８  

(    ２８ 

(     ０ 

( △ ３９０ 

 

) 

) 

) 

－ 

( ４１９．３ 

(  ９６．２ 

(     － 

 

) 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月１日から３月 31 日までの増減額) 
２７６  △ １６３  △ ４４０  －  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
３１８  ５９５   ２７６  １８６．９  

現金及び現金同等物の期末残高 

(３月 31 日残高) 
５９５  ４３１  △ １６３  ７２．５  

(注)１.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や 

業務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の 

受取額」には、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 

２.現金及び現金同等物の2025年度期末残高には、国からの支援に基づく増資により得た現金の未使用額(238億円) 

を含んでおります。 

３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

-4-



 
 

 
 

【2026 年度計画】 

１ ＪＲ北海道グループ 
(単位：億円) 

 
2025 年度 

実   績 

2026 年度 

計   画
 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 １，６５６  １，６５９  ２   １００．２  

営 業 利 益 △ ４０８  △ ５０８  △  ９９  －  

経 常 利 益 △  ８３  △ １４３   △  ５９  －  

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ７６  １５  △  ６１  １９．６  

 

 

 

２ ＪＲ北海道 
(単位：億円) 

 
2025 年度 

実   績
 

2026 年度 

事業計画
 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 ９７９  ９７８  △   １  ９９．９  

営 業 利 益 △ ４９３  △ ５７９  △  ８５  －  

経 常 利 益 △ １５４  △ １９２    △  ３７  －  

当 期 純 利 益 ３２  １   △  ３１  ３．１  
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連結決算対象会社の概要 

 

 

運 輸 業     ９社 

  

 

 

 

 

 

㈱ ド ウ デ ン

北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱ 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ北海道ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱ 

札 幌 交 通 機 械 ㈱ 

北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱ 

 

  

ジェイ・アール北海道バス㈱ ㈱ＪＲ北海道ソリューションズ 

 

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産業 及び ホテル業を 

営んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連結決算対象会社数の推移】 

     2024年3月31日現在 2025年3月31日現在 2026年3月31日現在 

親 会 社 １社  １社  １社  

子 会 社(注３) １７社  １７社  １７社  

持分法適用関連会社 １社  １社  １社  

計 １９社  １９社  １９社  

 

 (注) １.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。 

２.北海道ジェイ・アール都市開発㈱は、2025 年 10 月１日に子会社である合同会社 BASE JAPAN を吸収合併し

ております。 

３.子会社 17 社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチホスピ 

タルアセットホールディングズ」を含めております。 

不 動 産 業   ２社 

(注2)北海道ジェイ・アール都市開発㈱  

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ 

ホ テ ル 業    １社 

Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 

物販 ・飲食 業   １社 

Ｊ Ｒ 北 海 道 ﾌﾚｯ ｼ ｭｷ ﾖ ｽｸ㈱ 

そ の 他    ４社 

 

卸 売 業 

㈱北海道ジェイ・アール商事 

清 掃 整 備 業 

北海道クリーン・システム㈱ 

情報サービス業 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発 

建    設    業 

(注1)札 建 工 業 ㈱ 

 

 

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱ 

鉄 道 事 業 

旅客自動車運送事業 その他サービス業 
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１　連結経営成績

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

(H11年度) (H12年度) (H13年度) (H14年度) (H15年度) (H16年度) (H17年度) (H18年度) (H19年度) (H20年度)

144,721 148,001 150,162 150,945 160,434 162,534 165,419 169,135 168,251 166,727

△28,945 △28,361 △26,935 △27,818 △23,041 △21,465 △25,229 △24,527 △22,673 △21,745

2,860 1,446 3,482 2,806 6,847 8,250 5,463 11,240 5,168 1,665

3,443 2,363 1,388 1,545 2,619 3,030 △4,221 5,838 3,827 △2,827

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

(H21年度) (H22年度) (H23年度) (H24年度) (H25年度) (H26年度) (H27年度) (H28年度) (H29年度) (H30年度)

162,883 161,562 165,071 179,634 189,482 174,266 171,390 172,564 173,767 171,017

△19,185 △20,733 △24,168 △23,763 △28,610 △30,858 △35,264 △39,814 △41,653 △41,890

5,458 3,865 1,768 7,352 11,417 11,329 5,442 △10,397 △10,627 △11,155

2,447 △59 △2,652 4,040 9,156 10,725 8,413 △14,874 △8,735 △17,991

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

(R元年度) (R2年度) (R3年度) (R4年度) (R5年度) (R6年度) (R7年度)

167,298 111,944 110,337 133,762 147,794 156,058 165,600

△42,641 △80,594 △72,775 △57,256 △49,962 △48,224 △40,869

△13,557 △44,677 △8,098 △18,105 △11,119 △12,523 △8,354

1,919 △41,045 △1,052 △16,438 3,339 4,601 7,643

２　個別経営成績

1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度

(S62年度) (S63年度) (H元年度) (H2年度) (H3年度) (H4年度) (H5年度) (H6年度) (H7年度) (H8年度)

91,975 94,031 99,863 105,040 106,358 105,463 105,967 101,972 101,864 104,722

(62,302) (70,530) (68,768) (72,738) (75,587) (76,249) (76,013) (76,374) (77,055) (80,073)

△53,820 △53,352 △52,734 △49,061 △48,304 △46,847 △45,395 △42,115 △40,656 △38,182

△2,223 △1,241 268 1,611 2,045 1,325 525 159 △1,405 △3,562

1,213 1,758 211 507 635 252 277 150 △2,428 △1,263

(7.30%) (7.30%) (7.26%) (7.17%) (7.18%) (6.87%) (6.51%) (5.98%) (5.54%) (4.94%)

49,800 49,800 49,595 48,960 49,094 46,966 44,436 40,829 37,811 33,730

1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

(H9年度) (H10年度) (H11年度) (H12年度) (H13年度) (H14年度) (H15年度) (H16年度) (H17年度) (H18年度)

102,474 99,198 97,742 91,129 90,920 90,219 89,221 89,114 88,636 88,981

(78,259) (75,976) (74,706) (73,552) (74,234) (73,658) (72,854) (72,913) (73,046) (73,087)

△37,140 △32,725 △30,323 △29,942 △28,830 △28,719 △28,400 △27,076 △30,714 △29,646

△3,681 1,989 1,534 480 1,379 1,550 1,543 2,678 292 6,468

△5,622 △94,160 1,736 916 1,155 1,124 46 159 △8,351 4,090

(4.76%) (4.98%) (4.58%) (4.28%) (4.35%) (4.36%) (4.30%) (4.25%) (4.25%) (4.97%)

32,453 34,029 31,261 29,208 29,654 29,736 29,300 28,983 29,022 33,919

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

(H19年度) (H20年度) (H21年度) (H22年度) (H23年度) (H24年度) (H25年度) (H26年度) (H27年度) (H28年度)

89,389 88,264 84,784 82,661 82,197 84,397 82,787 82,563 83,844 89,443

(73,419) (72,135) (69,266) (67,735) (67,299) (68,860) (67,077) (66,882) (68,508) (72,742)

△28,115 △26,594 △24,960 △25,933 △30,719 △30,936 △37,246 △38,987 △44,700 △49,809

331 △2,408 269 △418 △4,439 986 3,765 4,392 △2,224 △18,885

2,194 △5,015 954 △1,801 △4,786 1,326 6,056 8,177 5,581 △12,604

(4.00%) (3.39%) (3.56%) (3.53%) (3.44%) (3.72%) (5.01%) (5.33%) (5.10%) (3.47%)

27,349 23,121 24,290 24,089 23,558 25,409 34,173 36,359 34,918 23,639

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

(H29年度) (H30年度) (R元年度) (R2年度) (R3年度) (R4年度) (R5年度) (R6年度) (R7年度)

89,770 88,512 87,563 51,037 55,277 72,925 84,988 90,829 97,926

(72,827) (71,207) (70,609) (35,473) (40,371) (58,582) (69,888) (76,625) (81,107)

△52,524 △52,036 △52,187 △81,434 △76,309 △63,971 △57,493 △ 56,715 △ 49,393

△19,975 △19,856 △20,469 △43,863 △10,598 △24,382 △16,257 △ 19,206 △ 15,408

△10,966 △21,370 △765 △37,206 △976 △18,069 1,896 1,738 3,220

(3.74%) (3.63%) (3.42%) (4.13%) (8.39%) (4.31%) (4.61%) (4.25%) (4.26%)

25,503 24,795 23,403 28,145 57,239 29,382 31,503 29,001 29,089

(注)１．金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

    ２．連結決算は1999年度から公表しております。

 　 ３. 「収益認識に関する会計基準」等を2021年度の期首から適用しております。同基準に定める経過的取扱いに従い、遡及修正して

　　　　おりません。

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

経 常 利 益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

売  上  高

営 業 利 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

売  上  高

営 業 利 益

売  上  高

営 業 利 益

経 営 成 績 の 推 移（ 年 間 ） 
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